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（１）連結経営成績 （％表示は対前期増減率）

売上収益 コア営業利益 営業利益 税引前利益 当期利益

百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％

2026年３月期 2,123,045 12.6 359,962 15.1 229,089 △31.0 263,432 △25.9 259,874 △12.1

2025年３月期 1,886,256 17.8 312,835 60.2 331,925 56.9 355,631 49.9 295,756 47.1

親会社の所有者に
帰属する当期利益

当期包括利益
合計額

基本的
１株当たり
当期利益

希薄化後
１株当たり
当期利益

親会社所有者
帰属持分

当期利益率

資産合計
税引前利益率

売上収益
営業利益率

百万円 ％ 百万円 ％ 円 銭 円 銭 ％ ％ ％

2026年３月期 259,874 △12.1 309,908 6.9 140.44 140.37 15.8 7.1 10.8

2025年３月期 295,756 47.3 289,808 △6.0 155.96 155.87 17.9 10.3 17.6

（参考）持分法による投資損益 2026年３月期 1,513百万円 2025年３月期 1,457百万円

資産合計 資本合計
親会社の所有者に

帰属する持分
親会社所有者
帰属持分比率

１株当たり親会社
所有者帰属持分

百万円 百万円 百万円 ％ 円 銭

2026年３月期 4,005,390 1,664,179 1,664,179 41.5 914.56

2025年３月期 3,456,119 1,623,416 1,623,416 47.0 869.69

営業活動による
キャッシュ・フロー

投資活動による
キャッシュ・フロー

財務活動による
キャッシュ・フロー

現金及び現金同等物
期末残高

百万円 百万円 百万円 百万円

2026年３月期 77,655 △148,241 △97,875 488,983

2025年３月期 53,842 334,170 △377,769 639,838

年間配当金 配当金総額
(合計)

配当性向
（連結）

親会社所有者
帰属持分配当
率（連結）第１四半期末 第２四半期末 第３四半期末 期末 合計

円 銭 円 銭 円 銭 円 銭 円 銭 百万円 ％ ％

2025年３月期 - 30.00 - 30.00 60.00 112,959 38.5 6.9

2026年３月期 - 39.00 - 39.00 78.00 144,262 55.5 8.7

2027年３月期（予想） - 50.00 - 50.00 100.00 70.0

１．2026年３月期の連結業績（2025年４月１日～2026年３月31日）

（注）当社グループは、経常的な収益性を示す指標として営業利益から一過性の損益を除外したコア営業利益を開示しております。コア営業利益

　　　の定義につきましては、２ページ「１．経営成績等の概況（１）当期の経営成績の概況 ①業績全般の概況」をご覧ください。

（２）連結財政状態

（３）連結キャッシュ・フローの状況

２．配当の状況



（％表示は、対前期増減率）

売上収益 コア営業利益 営業利益 税引前利益 当期利益
親会社の所有者に
帰属する当期利益

基本的１株当たり
当期利益

百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 円 銭

通期 2,280,000 7.4 360,000 27.5 315,000 37.5 329,000 24.9 263,000 1.2 260,000 0.0 142.88

①  期末発行済株式数（自己株式を含む） 2026年３月期 1,894,350,529株 2025年３月期 1,908,322,129株

②  期末自己株式数 2026年３月期 74,697,299株 2025年３月期 41,668,788株

③  期中平均株式数 2026年３月期 1,850,402,503株 2025年３月期 1,896,393,411株

（１）個別経営成績 （％表示は対前期増減率）

売上高 営業利益 経常利益 当期純利益

百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％

2026年３月期 1,807,048 33.1 440,477 176.8 519,133 156.7 447,886 123.1

2025年３月期 1,357,334 11.7 159,123 52.9 202,008 10.6 200,740 9.0

１株当たり
当期純利益

潜在株式調整後
１株当たり当期純利益

円 銭 円 銭

2026年３月期 242.05 241.93

2025年３月期 105.85 105.79

総資産 純資産 自己資本比率 １株当たり純資産

百万円 百万円 ％ 円 銭

2026年３月期 3,386,628 1,105,923 32.6 607.56

2025年３月期 2,697,206 938,666 34.8 502.63

（参考）自己資本 2026年３月期 1,105,541百万円 2025年３月期 938,241百万円

３．2027年３月期の連結業績予想（2026年４月１日～2027年３月31日）

※  注記事項

（１）期中における連結範囲の重要な変更：有
　　　　新規　－社（社名）　、除外２社（社名）第一三共プロファーマ株式会社、第一三共ケミカルファーマ株式会社

（２）会計方針の変更・会計上の見積りの変更

①  ＩＦＲＳにより要求される会計方針の変更：無

②  ①以外の会計方針の変更                ：無

③  会計上の見積りの変更                  ：無

（３）発行済株式数（普通株式）

（参考）個別業績の概要

１．2026年３月期の個別業績（2025年４月１日～2026年３月31日）

（２）個別財政状態

※  決算短信は公認会計士又は監査法人の監査の対象外です

※  業績予想の適切な利用に関する説明、その他特記事項

本資料に記載されている業績見通し等の将来に関する記述は、当社が現在入手している情報及び合理的であると判断する一定の前提に基づ

いており、実際の業績等は様々な要因により異なる可能性があります。なお、業績予想に関する事項は、12ページ「１．経営成績等の概況

（３）今後の見通し」をご覧ください。



１．経営成績等の概況 ……………………………………………………………………… 2

（１）当期の経営成績の概況 …………………………………………………………… 2

（２）当期の財政状態の概況 …………………………………………………………… 10

（３）今後の見通し ……………………………………………………………………… 12

（４）利益配分に関する基本方針及び当期・次期の配当 …………………………… 13

（５）対処すべき課題 …………………………………………………………………… 14

（６）戦略目標や今後の見通し等に関する注意事項 ………………………………… 17

２．コーポレートガバナンスの状況 ……………………………………………………… 18

３．会計基準の選択に関する基本的な考え方 …………………………………………… 25

４．連結財務諸表及び主な注記 …………………………………………………………… 26

（１）連結財政状態計算書 ……………………………………………………………… 26

（２）連結損益計算書及び連結包括利益計算書 ……………………………………… 28

（３）連結持分変動計算書 ……………………………………………………………… 30

（４）連結キャッシュ・フロー計算書 ………………………………………………… 32

（５）連結財務諸表に関する注記 ……………………………………………………… 33

（継続企業の前提に関する注記）  ……………………………………………… 33

（セグメント情報等）  …………………………………………………………… 33

（表示方法の変更）　……………………………………………………………… 35

 (追加情報)………………………………………………………………………… 36

（１株当たり情報）  ……………………………………………………………… 37

（重要な後発事象）  ……………………………………………………………… 38

○添付資料の目次

- 1 -

第一三共株式会社＜4568＞ 2026年３月期 決算短信 



2025年３月期 2026年３月期 対前期増減

売 上 収 益 1,886,256 2,123,045
236,789
12.6%

売 上 原 価
※ 415,722 441,343

25,620
6.2%

販売費及び一般管理費
※ 724,815 859,603

134,787
18.6%

研 究 開 発 費
※ 432,882 462,136

29,254
6.8%

コ ア 営 業 利 益
※ 312,835 359,962

47,127
15.1%

一 過 性 の 収 益
※ 22,167 22,100

△66
△0.3%

一 過 性 の 費 用
※ 3,077 152,974

149,897
-

営 業 利 益 331,925 229,089
△102,835
△31.0%

税 引 前 利 益 355,631 263,432
△92,198
△25.9%

親会社の所有者に帰属する

当 期 利 益
295,756 259,874

△35,882
△12.1%

当 期 包 括 利 益 合 計 額 289,808 309,908
20,100
6.9%

2025年３月期 2026年３月期

１米ドル／円 152.57 150.78

１ユーロ／円 163.74 174.79

１．経営成績等の概況
（１）当期の経営成績の概況

① 業績全般の概況

【連結業績（コアベース）】
(単位：百万円。百万円未満切捨て)

※ 当社グループは、経常的な収益性を示す指標として、営業利益から一過性の収益・費用を除外したコア営業利益を

開示しています。一過性の収益・費用には、固定資産売却損益、事業再編に伴う損益（開発品や上市製品の売却損

益を除く）、有形固定資産・無形資産・のれんに係る減損損失、損害賠償や和解等に伴う損益の他、非経常的かつ

多額の損益が含まれます。

本表では、売上原価、販売費及び一般管理費、研究開発費について、一過性の収益・費用を除く実績を示していま

す。営業利益からコア営業利益への調整表は、決算補足資料に記載しています。

＜主要通貨の日本円への換算レート（期中平均レート）＞
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a.売上収益

・当期（2025年４月１日～2026年３月31日）の売上収益は、前期比2,368億円

（12.6％）増収の２兆1,230億円となりました。

・グローバル主力品エンハーツ（一般名：トラスツズマブ デルクステカン：T-

DXd/DS-8201）等の伸長及びダトロウェイ（一般名：ダトポタマブ デルクステカ

ン：Dato-DXd/DS-1062）の売上寄与に加えて、円安の進行による為替の増収影響に

より、増収となりました。

・売上収益に係る為替の増収影響は218億円でした。

b.コア営業利益

・コア営業利益は、前期比471億円（15.1％）増益の3,600億円となりました。

・売上原価は、売上収益の増加に伴い、256億円（6.2％）増加の4,413億円となりまし

た。

・販売費及び一般管理費は、アストラゼネカとのプロフィット・シェアの増加による

費用増等により、1,348億円（18.6％）増加の8,596億円となりました。

・研究開発費は、5DXd ADCs（トラスツズマブ デルクステカン、ダトポタマブ デルク

ステカン、パトリツマブ デルクステカン：HER3-DXd/U3-1402、イフィナタマブ デ

ルクステカン：I-DXd/DS-7300、ラルドタツグ デルクステカン:R-DXd/DS-6000）及

びDS-3939への研究開発投資の増加等により、前期比293億円（6.8％）増加の4,621

億円となりました。

・コア営業利益に係る為替の増益影響は147億円でした。

c.営業利益

・営業利益は、前期比1,028億円（31.0％）減益の2,291億円となりました。

・当期に製造委託先への損失補償等を一過性の費用に計上したことにより、減益とな

りました。

d.税引前利益

・税引前利益は、前期比922億円（25.9％）減益の2,634億円となりました。

・為替差損益の改善等により、金融収支が改善したため、営業利益に比べて減益額が

縮小しました。

e.親会社の所有者に帰属する当期利益

・親会社の所有者に帰属する当期利益は、前期比359億円（12.1％）減益の2,599億円

となりました。

・法人税等の減少により、税引前利益に比べて減益額が縮小しました。

f.当期包括利益合計額

・当期包括利益合計額は、海外子会社の純資産に係る為替換算差額が増加したこと等

により、前期比201億円（6.9％）増益の3,099億円となりました。
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【ユニット別売上収益状況】

当期におけるユニット別売上収益は、次のとおりです。なお、製品別の売上収益につ

いては、決算補足資料に記載しています。

a.ジャパンビジネスユニット

ジャパンビジネスユニットの売上収益には、イノベーティブ医薬品事業及びワクチ

ン事業の製品の売上収益が含まれております。

当ユニットの売上収益は、ダトロウェイ、タリージェ、リクシアナ、エンハーツ等

の伸長により、前期比89億円（1.9％）増収の4,858億円となりました。

当期における主な進捗は次のとおりです。

・2025年８月、エンハーツの化学療法未治療のHER2低発現又はHER2超低発現の乳

がんの承認取得及びプロモーションの開始

・2026年３月、エンハーツのHER2陽性（HER2遺伝子増幅 又は IHC 3+）の進行・

再発の固形がんの承認の取得及びプロモーションの開始

・2026年３月、エンハーツのHER2陽性胃がんの２次治療への使用を可能とする添

付文書の改訂及びプロモーションの開始

b.第一三共ヘルスケアユニット

第一三共ヘルスケアユニットの売上収益は、クリーンデンタル、ロキソニン等の伸

長により、前期比41億円（4.7％）増収の907億円となりました。

c.オンコロジービジネスユニット

オンコロジービジネスユニットの売上収益には、第一三共Inc.（米国）及び第一三

共ヨーロッパのがん製品売上収益が含まれております。

当ユニットの売上収益は、欧米におけるエンハーツ等の伸長、及びダトロウェイの

売上寄与により、前期比1,450億円（31.3％）増収の6,088億円、現地通貨ベースで

は、998百万米ドル（32.8％）増収の4,038百万米ドルとなりました。

当期における主な進捗は次のとおりです。

・2025年６月、欧州におけるダトロウェイの発売（適応：内分泌療法及び化学療

法歴のあるホルモン受容体陽性かつHER2陰性（IHC 0, IHC 1+ 又は IHC 

2+/ISH-）の乳がん）

・2025年６月、米国におけるダトロウェイのEGFR遺伝子変異を有する非小細胞肺

がんを対象とした承認取得及びプロモーションの開始

・2025年12月、ペルツズマブとの併用療法についてHER2陽性乳がんの１次治療を

対象とした米国における承認の取得及びプロモーションの開始

d.アメリカンリージェントユニット

アメリカンリージェントユニットの売上収益は、ヴェノファー、インジェクタファ

ー等の減収により、前期比350億円（16.1％）減収の1,822億円、現地通貨ベースで

は、215百万米ドル（15.1％）減収の1,208百万米ドルとなりました。

e.EUスペシャルティビジネスユニット

EUスペシャルティビジネスユニットの売上収益には、がん製品を除く第一三共ヨー

ロッパの製品売上収益が含まれております。

当ユニットの売上収益は、Nilemdo/Nustendi等の伸長により、前期比391億円
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（16.5％）増収の2,766億円、現地通貨ベースでは132百万ユーロ（9.1％）増収の

1,582百万ユーロとなりました。

f.ASCAビジネスユニット

ASCA
※１

ビジネスユニットの売上収益には、海外ライセンシーへの売上収益等が含ま
れております。

当ユニットの売上収益は、中国、ブラジルにおけるエンハーツの伸長等により、前

期比398億円（18.8％）増収の2,510億円となりました。
※１　Asia, South & Central Americaの略

当期における主な進捗は次のとおりです。

・2025年12月、中国におけるエンハーツの化学療法未治療のHER2低発現又はHER2

超低発現の乳がんの承認取得及びプロモーションの開始

・2026年１月、中国におけるエンハーツのHER2陽性胃がんの２次治療を対象とし

た承認の取得及びプロモーションの開始

・2026年３月、中国におけるエンハーツのHER2陽性早期乳がんの術前療法を対象

とした承認の取得及びプロモーションの開始
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② 研究開発の状況

当社グループは、５つのDXd ADC
※１

の製品価値最大化を目指してリソースを集中投入す

るとともに、持続的成長の実現に向けてSOC
※２

を変革する製品群（Next Wave）の創薬
を目指す「5DXd ADCs and Next Wave」戦略のもと、グローバル臨床開発の加速化にも

注力して研究開発に取り組んでおります。

中長期的には、がんに加え、当社のサイエンス＆テクノロジーの優位性を活かして

様々な疾患に対する治療薬創製を目指し、新規モダリティ
※３

の技術研究等を通じた創
薬力の強化に取り組んでおります。

※１　ADCはAntibody Drug Conjugateの略、抗体薬物複合体。抗体医薬と薬物（低分子医薬）を

適切なリンカーを介して結合させた医薬品で、がん細胞に発現している標的因子に結合

する抗体医薬を介して薬物をがん細胞へ直接届けることで、薬物の全身曝露を抑えつ

つ、がん細胞への攻撃力を高めた薬剤。DXd ADCは当社独自の薬物とリンカーを抗体に結

合させたもの

※２　Standard of Careの略。現在の医学では最善とされ、広く用いられている治療法

※３　モダリティとは低分子薬、抗体医薬、ADC、核酸医薬、遺伝子治療等の治療手段のこと

【5DXd ADCs】

当期における5DXd ADCsの臨床開発の状況は次のとおりです。なお、各臨床試験の状況

については、決算補足資料に掲載しています。

トラスツズマブ デルクステカン及びダトポタマブ デルクステカンは、アストラゼネ

カと共同開発しております。また、パトリツマブ デルクステカン、イフィナタマブ 

デルクステカン、ラルドタツグ デルクステカンについては、Merck & Co., Inc., 

Rahway, NJ, USA（以下「米国メルク」）と共同開発しております。

a.トラスツズマブ デルクステカン（T-DXd/DS-8201：抗HER2 ADC、製品名：エンハ

ーツ）

　当期における主な進捗は次のとおりです。

・2025年４月、化学療法未治療のホルモン受容体陽性かつHER2低発現又はHER2超

低発現の乳がんを対象とした欧州における承認の取得及び中国における承認申

請の受理

・2025年４月、HER2陽性胃がんの１次治療を対象としてフルオロピリミジン及び

ペムブロリズマブとの３剤併用療法を評価するフェーズ３試験（試験名：

DESTINY-Gastric05）の開始

・2025年４月、HER2陽性乳がんの１次治療を対象としたフェーズ３試験（試験

名：DESTINY-Breast09）の中間解析における結果概要の発表

・2025年４月、HER2陽性の進行・再発の複数の固形がんを対象とした日本におけ

る承認申請の受理

・2025年５月、再発リスクの高いHER2陽性の早期乳がんにおける術前療法を対象

としたフェーズ３試験（試験名：DESTINY-Breast11）の主要な解析の結果概要

の発表

・2025年６月、米国臨床腫瘍学会（ASCO）におけるHER2陽性胃がん２次治療を対

象としたフェーズ３試験（試験名：DESTINY-Gastric04）の初のデータ発表

・2025年６月、ASCOにおけるDESTINY-Breast09試験の初のデータ発表

・2025年６月、HER2発現（IHC 3+ 又は 2+）の子宮内膜がんの１次治療を対象と

してrilvegostomig又はペムブロリズマブとの併用療法を評価するフェーズ３試

験（試験名：DESTINY-Endometrial01）の開始

・2025年７月、ペルツズマブとの併用療法についてHER2陽性乳がんの１次治療を

対象とした米国食品医薬品局（FDA）からの画期的治療薬指定
※４

の獲得
・2025年８月、ホルモン受容体陽性かつHER2低発現又はHER2超低発現の乳がんを
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対象とした日本における承認の取得

・2025年９月、HER2陽性（IHC 3+）の進行・再発の複数の固形がんを対象とした

欧州における承認申請の受理

・2025年９月、ペルツズマブとの併用療法についてHER2陽性乳がんの１次治療を

対象とした米国における承認申請の受理及び優先審査
※５

の指定獲得
・2025年９月、術前療法後に浸潤性残存病変を有する再発リスクの高いHER2陽性

乳がんを対象とした、フェーズ３試験（試験名：DESTINY-Breast05）の結果概

要の発表

・2025年10月、再発リスクの高いHER2陽性早期乳がんの術前療法を対象とした米

国における承認申請の受理

・2025年10月、ペルツズマブとの併用療法についてHER2陽性乳がんの１次治療を

対象とした日本における承認申請の受理

・2025年10月、欧州臨床腫瘍学会（ESMO）におけるDESTINY-Breast05試験及び

DESTINY-Breast11試験の最新データの発表

・2025年10月、HER2過剰発現かつ、アクショナブル遺伝子変異
※６

がなく、PD-L1発
現率が50%未満の非扁平上皮非小細胞肺がんの１次治療を対象としたフェーズ３

試験（試験名：DESTINY-Lung06）の開始

・2025年12月、HER2発現（IHC 3+/2+/1+）の卵巣がんにおけるプラチナ製剤ベー

スの化学療法とベバシズマブの併用療法による治療後の１次維持療法を対象と

したフェーズ３試験（試験名：DESTINY-Ovarian01）の無作為化パートを開始

・2025年12月、ペルツズマブとの併用療法についてHER2陽性乳がんの１次治療を

対象とした米国における承認の取得

・2025年12月、HER2発現（IHC 3+ 又は 2+）の子宮内膜がんの術後補助療法を対

象としたフェーズ３試験（試験名：DESTINY-Endometrial02）の開始

・2025年12月、術前療法後に浸潤性残存病変を有する再発リスクの高いHER2陽性

乳がんを対象とした本剤のFDAからの画期的治療薬指定の獲得

・2025年12月、化学療法未治療のホルモン受容体陽性かつHER2低発現又はHER2超

低発現の乳がんを対象とした中国における承認の取得

・2026年１月、ペルツズマブとの併用療法についてHER2陽性乳がんの１次治療を

対象とした欧州における承認申請の受理

・2026年１月、HER2陽性胃がんの２次治療を対象とした中国における承認の取得

・2026年２月、抗HER2療法による術前療法後に浸潤性残存病変を有するHER2陽性

（IHC3+ 又は ISH+）の乳がんを対象とした欧州における承認申請の受理

・2026年２月、HER2陽性乳がんにおける術後薬物療法を対象とした日本における

承認申請の受理

・2026年３月、抗HER2療法による術前療法後に浸潤性残存病変を有するHER2陽性

（IHC 3+ 又は ISH+）の乳がんを対象とした米国における承認申請の受理及び

優先審査の指定獲得

・2026年３月、HER2陽性胃がんの２次治療への使用を可能とする日本における添

付文書の改訂

・2026年３月、HER2陽性（HER2遺伝子増幅 又は IHC 3+）の進行・再発の固形が

んを対象とした日本における承認の取得

・2026年３月、再発リスクの高いHER2陽性（IHC 3+ 又は ISH+）早期乳がんにお

いて、本剤投与後にパクリタキセル、トラスツズマブ、ペルツズマブの併用療

法（THP療法）を行う術前療法を対象とした中国における承認の取得
※４　重篤な疾患を対象に、既存の治療薬よりも高い治療効果を示す可能性のある薬剤の

開発と審査を促進し、患者により早く新薬を届けるために定められた制度

※５　米国において、治療上重要な進歩をもたらす薬剤や、現在適切な治療法がない疾患

への治療法を提供する薬剤に対して指定され、通常審査期間（10ヶ月目標）に比べ
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審査期間の短縮（６ヶ月目標）が見込まれる

※６　現時点において、がんに対する治療ターゲットとなりうる遺伝子変異

b.ダトポタマブ デルクステカン（Dato-DXd/DS-1062：抗TROP2 ADC、製品名：ダト

ロウェイ）

当期における主な進捗は次のとおりです。

・2025年４月、内分泌療法及び１つ以上の化学療法を受けたホルモン受容体陽性

かつHER2陰性（IHC 0, IHC 1+ 又は IHC 2+/ISH-）の乳がんを対象とした欧州

における承認の取得

・2025年６月、免疫チェックポイント阻害薬との併用療法について、アクショナ

ブル遺伝子変異のない非小細胞肺がんの１次治療を対象とした２つのフェーズ

1b試験（試験名：TROPION-Lung02、TROPION-Lung04）及び術前・術後薬物療法

を対象としたフェーズ２試験（試験名：NeoCOAST-2）の最新データのASCOにお

ける発表

・2025年６月、EGFR標的療法及びプラチナベースの化学療法の前治療歴のある、

EGFR遺伝子変異を有する非小細胞肺がんを対象とした米国における承認の取得

・2025年８月、内分泌療法及び１つ以上の化学療法を受けたホルモン受容体陽性

かつHER2陰性（IHC 0, IHC 1+ 又は IHC 2+/ISH-）の乳がんを対象とした中国

における承認の取得

・2025年10月、免疫療法による治療の対象とならないトリプルネガティブ乳がん

の１次治療を対象としたフェーズ３試験（試験名：TROPION-Breast02）の最終

解析における結果概要の発表

・2025年10月、ESMOにおけるTROPION-Breast02試験の最新データの発表

・2025年10月、ESMOにおけるフェーズ２試験（試験名：TROPION-PanTumor03）の

尿路上皮がん１次/２次治療を対象としたコホートについて最新データの発表

・2025年10月、前治療歴のある転移性尿路上皮がんを対象としたフェーズ2/3試験

（試験名：TROPION-Urothelial03）の開始

・2025年12月、PD-1/PD-L1阻害剤による治療の対象とならないトリプルネガティ

ブ乳がんの１次治療を対象とした欧州における承認申請の受理

・2026年１月、TROP2 NMR
※７

陽性の非扁平上皮非小細胞肺がんの２次治療を対象と
したフェーズ３試験（試験名：TROPION-Lung17）の開始

・2026年２月、PD-1/PD-L1阻害剤による治療の対象とならないトリプルネガティ

ブ乳がんの１次治療を対象とした米国における承認申請の受理及び優先審査の

指定獲得

・2026年２月、ホルモン受容体陰性かつHER2陰性の乳がんの１次治療を対象とし

た日本における承認申請の受理
※７　患者の組織サンプルのデジタル画像を解析し、画像内の全てのがん細胞の表面及び

内部に発現する標的タンパク質を正確に定量化する新しい計算病理学的プラットフ

ォームを用い判定するTROP2バイオマーカー

c.パトリツマブ デルクステカン（HER3-DXd/U3-1402：抗HER3 ADC）

当期における主な進捗は次のとおりです。

・2025年５月、米国におけるEGFR遺伝子変異を有する非小細胞肺がんに係る承認

申請
※８

の自主的な取り下げ
・2025年６月、ASCOにおけるEGFR遺伝子変異を有する非小細胞肺がんの２次治療

を対象としたフェーズ３試験（試験名：HERTHENA-Lung02）の初のデータ発表

・2025年８月、ホルモン受容体陽性かつHER2陰性（IHC 0, IHC 1+ 又は IHC 

2+/ISH-）の手術不能又は転移性乳がんを対象としたフェーズ３試験（試験名：

HERTHENA-Breast04）の開始
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※８　フェーズ２試験（試験名：HERTHENA-Lung01）の結果に基づく承認申請

d.イフィナタマブ デルクステカン（I-DXd/DS-7300：抗B7-H3 ADC）

当期における主な進捗は次のとおりです。

・2025年４月、進展型小細胞肺がんの２次治療以降を対象としたフェーズ２試験

（試験名：IDeate-Lung01）の試験結果の入手

・2025年５月、食道扁平上皮がんの２次治療を対象としたフェーズ３試験（試験

名：IDeate-Esophageal01）の開始

・2025年６月、化学療法歴のない転移性去勢抵抗性前立腺がんを対象としたフェ

ーズ３試験（試験名：IDeate-Prostate01）の開始

・2025年８月、プラチナ製剤ベースの化学療法中又は治療後に病勢進行した進展

型小細胞肺がん治療を対象とした本剤のFDAからの画期的治療薬指定の獲得

・2025年９月、世界肺がん学会（WCLC）における前治療歴のある進展型小細胞肺

がんを対象としたフェーズ２試験（試験名：IDeate-Lung01）の最新データの発

表

e.ラルドタツグ デルクステカン（R-DXd/DS-6000：抗CDH6 ADC）

当期における主な進捗は次のとおりです。

・2025年９月、ベバシズマブによる治療歴のあるCDH6発現のプラチナ製剤抵抗性

の上皮性卵巣がん、原発性腹膜がん及び卵管がん治療を対象とした本剤のFDAか

らの画期的治療薬指定の獲得

・2025年10月、プラチナ製剤抵抗性卵巣がん等を対象としたフェーズ2/3試験（試

験名：REJOICE-Ovarian01）におけるフェーズ２パートの結果について、ESMOで

の初のデータ発表

【Next Wave】

当期におけるNext Waveの主な進捗は次のとおりです。なお、各臨床試験の状況に

ついては、決算補足資料に掲載しています。

・2025年10月、前治療歴のある進行性固形がんを対象としたDS-3939（抗TA-MUC1 

DXd ADC）のフェーズ1/2試験における用量漸増パートについて、ESMOでの初の

データ発表
・2025年10月、固形がんを対象としたDS5361（低分子NMD阻害剤）のフェーズ１試

験の開始

・2025年11月、進行性固形がんを対象としたDS3610（STINGアゴニストADC）のフ

ェーズ１試験の開始

・2025年11月、去勢抵抗性前立腺がん等の固形がんを対象としたDS9051（標的タ

ンパク質分解誘導剤）のフェーズ１試験の開始

・2026年２月、再発または難治性のB細胞性非ホジキンリンパ腫を対象とした

DS3790（抗CD37 DXd ADC）のフェーズ1/2試験の開始
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2025年３月期 2026年３月期

親会社所有者帰属持分比率（％） 47.0 41.5

時価ベースの親会社所有者帰属持分比率（％） 189.6 125.7

キャッシュ・フロー対有利子負債比率（年） 0.95 1.68

インタレスト・カバレッジ・レシオ（倍） 85.01 93.06

（２）当期の財政状態の概況
① 資産、負債及び資本の状況

・当期末における資産合計は４兆54億円となりました。現金及び現金同等物が減少し

た一方で、棚卸資産、繰延税金資産、並びに営業債権及びその他の債権の増加等に

より、前期末より5,493億円の増加となりました。

・負債合計は２兆3,412億円となりました。その他の非流動負債が減少した一方で、社

債及び借入金（非流動）、及び引当金（非流動）の増加等により、前期末より5,085

億円の増加となりました。

・資本合計は１兆6,642億円となりました。自己株式の取得（4,720万株、1,505億円）

及び配当金の支払による減少等があった一方で、当期利益の計上による増加等によ

り、前期末より408億円の増加となりました。

・親会社所有者帰属持分比率は41.5％となり、前期末より5.4％減少しております。

② キャッシュ・フローの状況

当期末における現金及び現金同等物は、1,509億円減少の4,890億円となりました。

各キャッシュ・フローの状況とそれらの要因は次のとおりです。

（営業活動によるキャッシュ・フロー）

・営業活動によるキャッシュ・フローは、税引前利益2,634億円、減価償却費及び償

却費775億円等の非資金項目の他、ラルドタツグ デルクステカン（R-

DXd/DS-6000）の戦略的提携の契約時一時金の収入等により、777億円の収入（前

期は538億円の収入）となりました。

（投資活動によるキャッシュ・フロー）

・投資活動によるキャッシュ・フローは、投資の売却や定期預金の払戻による収入

があった一方で、定期預金の預入や設備投資による支出等により、1,482億円の支

出（前期は3,342億円の収入）となりました。

（財務活動によるキャッシュ・フロー）

・財務活動によるキャッシュ・フローは、社債の発行による収入があった一方で、

自己株式の取得、及び配当金の支払等により、979億円の支出（前期は3,778億円

の支出）となりました。

（参考）キャッシュ・フロー関連指標の推移
当社グループのキャッシュ・フロー指標のトレンドは、下記のとおりです。

親会社所有者帰属持分比率　　　　　　：親会社所有者帰属持分／資産合計

時価ベースの親会社所有者帰属持分比率：株式時価総額／資産合計

キャッシュ・フロー対有利子負債比率　：有利子負債／キャッシュ・フロー

インタレスト・カバレッジ・レシオ　　：キャッシュ・フロー／利払い

（注）１．いずれも連結ベースの財務数値により計算しております。

（注）２．株式時価総額は、自己株式を除く発行済株式数をベースに計算しております。

（注）３．キャッシュ・フローは、連結キャッシュ・フロー計算書の「営業活動によるキャッシ

ュ・フロー」から「利息の支払額」及び「法人所得税の支払額」を控除した数値を利

用しております。また、利払いについては、連結キャッシュ・フロー計算書の「利息

の支払額」を利用しております。

（注）４．有利子負債は、連結財政状態計算書に計上されている負債のうち利子を支払っている
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すべての負債を対象としております。
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2026年３月期 2027年３月期 増減額 増減率（％）

売 上 収 益 2,123,045 2,280,000 156,954 7.4

コ ア 営 業 利 益
※ 282,369 360,000 77,630 27.5

営 業 利 益 229,089 315,000 85,910 37.5

税 引 前 利 益 263,432 329,000 65,567 24.9

当 期 利 益 259,874 263,000 3,125 1.2

親会社の所有者に帰属する

当 期 利 益
259,874 260,000 125 0.0

（３）今後の見通し
2027年３月期の連結業績予想（2026年４月１日～2027年３月31日）

(単位：百万円。百万円未満切捨て)

※ 当社グループは、2027年3月期よりコア営業利益の定義を変更しています。新たな定義では、事業の本質的な収益性を

示す指標として、営業利益から以下の項目を除外したコア営業利益を開示しています。

・製品に関する無形資産の償却費

・リストラクチャリングに伴う損益

・有形固定資産、無形資産、のれんにかかる減損損失

・損害賠償や和解等に伴う損益

・買収関連費用

・為替差損益（2028年3月期から適用）

・当社グループの事業の本質的な収益性を理解するために当社が除外すべきと判断したその他の損益

　なお、本表に記載する2026年3月期のコア営業利益についても、当該定義変更を反映しています。営業利益からコア営

業利益への調整表は、決算補足資料をご覧ください。

・売上収益については、エンハーツ及びダトロウェイの伸長等により、前期比7.4％増

収の２兆2,800億円を見込んでおります。

・コア営業利益については、エンハーツ及びダトロウェイの売上拡大に伴うアストラ

ゼネカへのプロフィット・シェアの支払い増加等により、経費の増加が見込まれる

一方、売上収益の増収および売上原価率の改善に伴う売上総利益の増加が見込まれ

るため、前期比27.5％増益の3,600億円を見込んでおります。

・営業利益については、コア外の収益・費用の増減を織り込み、前期比37.5％増益の

3,150億円を見込んでおります。

・税引前利益については、金融収益・費用の増減等を織り込み、前期比24.9％増益の

3,290億円を見込んでおります。

・当期利益については、法人税等の増加により、前期比1.2％増益の2,630億円を見込

んでおります。

・親会社の所有者に帰属する当期利益については、第一三共ヘルスケア株式譲渡に伴

い、非支配株主に帰属する当期利益の発生が見込まれるため、当期利益に比べて増

益額が縮小し、前期比0.0％増益の2,600億円を見込んでおります。

・為替レートは１米ドル150円、１ユーロ180円を前提としております。

- 12 -

第一三共株式会社＜4568＞ 2026年３月期 決算短信 



（４）利益配分に関する基本方針及び当期・次期の配当

・当社は、持続的な企業価値の向上を図るため、成長戦略の展開に不可欠な投資の実

行と株主の皆様への利益還元を総合的に勘案し、利益配分を決定することを経営の

基本方針としております。

・第５期中期経営計画期間（2021年度-2025年度）においては、利益成長に応じた増配

と機動的な自己株式取得により、株主還元の更なる充実を図り、株主価値を最大化

することを目標に掲げました。

・当期においては、2025年12月10日に中間配当として１株当たり39円を実施してお

り、期末配当39円と合計で１株当たり年間78円の配当（前期と比べ18円増配）を予

定しております。

・2025年４月25日には株価水準等を総合的に勘案した機動的な対応を図るべく、最

8,000万株もしくは2,000億円の自己株式取得枠を設定することを取締役会で決定

し、2026年３月24日までに、3,145万株の自己株式を918億円で取得しました。ま

た、取得した全株式を2026年６月10日に消却することを2026年５月11日開催の取締

役会において決定しました。

・次期においては、１株当たり年間配当予想を2025年度に比べ22円増配となる１株当

たり年間100円（中間配当予想：50円、期末配当予想：50円）とすることを2026年５

月11日開催の取締役会において決定しました。

・なお、第６期中期経営計画期間（2026年度-2030年度）における株主還元方針につい

ては、14ページ「１．経営成績等の概況（５）対処すべき課題」をご覧ください。
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（５）対処すべき課題

①2035年ビジョン

・2035年ビジョンとして、新たに「Trusted healthcare innovator transforming 
the lives of people through our science and technology」となることを掲げ
ました。

・第5期中期経営計画において、がん領域へのトランスフォーメーションと継続的な
成長を実現しました。これにより、2030年度目標である「サステナブルな社会の
発展に貢献する先進的グローバルヘルスケアカンパニー」への道筋が明確になっ
てきています。

・効率的かつ強靭な組織を構築することで、がん事業を拡大するとともに、持続的

成長に向けた新たなBGTs（Breakthrough Generating Technologies）
※１

 の特定を
進め、2035年ビジョンの実現に向け第６期中期経営計画を推進していきます。

　　※１　より革新的な医薬品を患者さんに迅速に届けるための創薬技術プラットフォーム

2035年ビジョン達成に向けた第6期中期経営計画の位置づけ

②第６期中期経営計画（2026年度‐2030年度）

・2030年度目標「サステナブルな社会の発展に貢献する先進的グローバルヘルスケ
アカンパニー」を達成し、2035年ビジョン実現に向けた成長加速と次世代基盤構
築を目指す計画として、第６期中期経営計画を策定しました。
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　【第6期中期経営計画の達成に向けた戦略】

a. 2030年度計数目標

・以下の戦略を実行していくことで、売上収益３兆円以上、営業利益6,000億円以
上、１株当たり当期利益（EPS）260円以上を目指していきます。

b. Be a Global Top 5 Oncology Company by 2035（DXd ADCの製品価値最大化によ
り、2035年にはグローバルトップ5オンコロジー企業へ）

・エンハーツ及びダトロウェイを中心に、がん事業を拡大し、2030年度にがん領
域売上収益2兆3,000億円以上を目指すため、今後の5年間で20以上の適応症の上
市を目指していきます。

・より速く、より確実に新薬を承認取得する力を高めるための開発スピードの向
上（RD Excellence）と同時に、承認を取得した製品を速やかに世界中の患者さ
んに届け、製品価値を最大限に引き出す力（Business Excellence）を高めるた
めのケイパビリティの継続的な向上を図っていきます。

・グローバルサプライチェーンを再構築することで、ADC製品の安定供給とBGTs候
補品の迅速な立ち上げを実現していきます。

・既に確立した乳がん領域でのプレゼンスを維持し拡大するとともに、肺がん領
域でも強いリーダーシップの構築を目指していきます。

c. Identify next BGTs by 2030（DXd ADCに続く、新BGTsを特定し、開発加速化）

・当社は、2030年までに次世代のBGTsを特定することを重要な戦略目標として位
置づけております。

・当社の第１のBGTであるDXd ADCは、現在エンハーツ及びダトロウェイの２製品
が上市済であるほか、複数のプログラムが開発段階にあります。DXd ADCで培っ
た知見と実績をもとに、ADC技術の更なる深化に加え、ADC以外の複数のモダリ
ティについても研究開発を加速していきます。

・また、BGT候補の継続的な創出を支えるため、国内外の研究拠点の拡充やAI・デ

ータ駆動型創薬の推進、オープンイノベーション
※２

の強化を通じて、次世代技
術を確立し、標的獲得のエコシステム構築を図っていきます。

・持続的な成長を実現するため、これらの取り組みを通じて、2030年度までに複
数のBGTsを特定し、その開発加速化を推進していきます。

　※２　自社内の研究開発に加え、外部の研究機関や企業との連携を通じて技術・知見を取

り込み、研究開発の高度化およびイノベーション創出を図る考え方

d. Operational Excellence（全社にわたるOperational Excellenceを実現し、利益創
出力を強化）

・上記（ｂｃ）の事業投資を実現させる基盤として、Operational Excellence
※３

の不断の追求に取り組んでいきます。
・AI活用等による生産性の飛躍的向上を実現し、デジタルトランスフォーメーシ
ョンによる業務効率化と戦略的人材配置を一体で進め、利益創出力を高めてい
きます。

・次に調達・外注構造の抜本的最適化を行っていきます。グローバル共通の
ERP（Enterprise Resource Planning）プラットフォーム導入を通じた調達プロ
セスの最適化によるコスト削減を行っていきます。

・これらの取り組みにより計2,000億円以上のコストの最適化を実現し、収益性を
向上させることでさらなる成長投資、株主還元を推進していきます。

・新薬事業全領域の商業化活動をグローバルで一元的に担う新組織を設置します
（2027年4月より稼働予定）。これにより、組織・要員最適化を含む、事業戦略
に沿ったリソース配分や事業投資判断を推進していきます。

　※３　組織のあらゆる業務プロセスを継続的に改善・最適化することで、高い品質・効率・

生産性を持続的に実現しようとする経営の考え方・取り組み
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e. Be a trusted partner for sustainable society（多様なステークホルダーへ貢献
し、信頼されるパートナーに）

・当社は、社会から信頼されるパートナーとして持続可能な社会の実現に貢献す
ることを経営の重要な基盤と位置づけております。Patient Centricity（患者
中心）の実践に取り組むとともに、高い倫理観に基づく医療コミュニティへの
貢献を実現していきます。

・また、世界水準の人材の確保・育成および企業文化・就労環境のさらなる充実
を図り、高い水準のコンプライアンスを維持していきます。

・さらに、バリューチェーン全体にわたる環境負荷の低減に努めるとともに、長
期的視点を持つ投資家との信頼関係の構築を推進していきます。

【株主還元方針】

・当社は、持続的な企業価値の向上を図るため、成長戦略の展開に不可欠な投資
の実行と株主の皆様への利益還元を総合的に勘案し、利益配分を決定すること
を経営の基本方針としております。株主還元をより安定的・継続的なものとす
るため、新たに累進配当を導入します。

・第５期中期経営計画期間においても利益成長に応じた増配を毎年実施し、2021
年度に27円だった年間配当金は2025年度には78円となる予定です。第６期中期
経営計画期間においても、この増配の流れを更に確実なものとするべく、配当

金は原則として維持・増配し続ける累進配当のもと、各年度の調整後DOE
※４

を
10.0%以上とすることを配当水準の指標として掲げています。

・配当に加え、自己株式の取得についても株主還元の選択肢として位置づけてお
り、累進配当を最優先としながらも、財務状況や市場環境などを総合的に勘案
しながら、機動的に実施することを検討していきます。
※４　調整後DOE：株主資本から「その他の資本の構成要素（主に株価・為替により変動す

る項目）」を除いた「調整後株主資本」をもとに算出したDOE（配当総額÷株主資

本）
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（６）戦略目標や今後の見通し等に関する注意事項
・本資料において開示する戦略目標や今後の見通し等の情報は、開示時点で当社が入

手している情報に基づく一定の前提、仮定及び将来の予測等を基礎に当社が判断し

たものです。これらには様々なリスク及び不確実性が内在しており、実際の結果と

は大きく乖離する可能性があります。

・これらのリスク及び不確実性には、「5DXd ADC製品（エンハーツ、ダトロウェイ、

HER3-DXd、I-DXd、R-DXd）の将来的な商用品／治験薬供給計画に対応できないリス

ク」、「5DXd ADC製品の臨床試験に係るリスク」、「知的財産等の紛争に係るリス

ク」等の様々なリスク及び不確実性が含まれています。
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２．コーポレートガバナンスの状況

・当社は、経営環境の変化に対してより迅速かつ機動的に対応できる経営体制を構築す

るとともに、法令の遵守と経営の透明性を確保し、経営と執行に対する監督機能の強

化を図り、株主の皆様をはじめとするステークホルダーの信頼に応えることのできる

コーポレートガバナンス体制の構築を重視しております。

①コーポレートガバナンス体制

a.取締役の経営責任の明確化と経営と執行に対する監督機能の強化を目的として、

取締役の任期を１年と定め、取締役10名中５名を社外取締役とする体制としてお

ります。なお、2020年６月より社外取締役が取締役会議長に就任しております。

b.経営の透明性確保を目的として、取締役会の諮問機関である指名委員会及び報酬

委員会を任意の組織として設置し、CEO・COOの選定及び解職、CEO後継者計画、取

締役候補者及び監査役候補者の選定等、並びに、取締役の報酬等の方針及び個人

別の報酬等について審議しております。

c.両委員会は、それぞれ社外取締役５名で構成され、社外監査役１名がオブザーバ

ーとして参加しております。

d.経営の適法性及び健全性を監査する目的で、監査役制度を採用し、社外監査役３

名を含む監査役５名により構成される監査役会を設置しております。

e.社外役員の独立性判断に関する具体的基準及び取締役・監査役の職務遂行にあた

っての基本事項を定めております。

f.グローバルマネジメント体制の下、CxO、ユニット長、グローバルコーポレート機

能長等をメンバーとした経営会議を適宜開催し、グループ経営の戦略・方針及び

執行に関する重要事項について審議し、経営の意思決定に資する体制としており

ます。

g.執行役員制度を採用することにより、適正かつ迅速な経営の意思決定と業務執行

に資する体制としております。

h.業務の有効性及び効率性確保、財務報告の信頼性確保、事業活動に関わる法令等

の遵守、資産の保全を目的として、執行機能を担う各組織によるセルフモニタリ

ング（一次統制）、コーポレート組織による各組織への方針展開とモニタリング

（二次統制）、経営監査部によるモニタリングを含む内部監査（三次統制）によ

る内部統制システムを構築しております。

　　　　　第一三共グループ内部統制体制図
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②取締役、監査役、CEOの選任・選定にあたっての方針と手続

・取締役は、人格・識見に優れ、当社グループの企業価値の最大化に資する人材で
あることを要件としております。

・取締役は、経営方針等の継続性を尊重しつつも、経営環境の変化を見据えた適時
的確な判断が行えるよう、就任期間や年齢等においても適切であることを要件と
しております。

・取締役は、企業経営・経営戦略、財務・会計、サイエンス＆テクノロジー、事業
戦略・マーケティング、グローバルビジネス、人事・人材育成、法務・リスクマ
ネジメント、サステナビリティ、DX・AI等のいずれか、あるいはそれら複数の分
野における専門知識・経験・識見に優れた人材であることを要件としておりま
す。

・取締役には、多様な視点に基づく取締役会の意思決定機能及び監督機能の強化を
目的として、必ず社外取締役が含まれていることを要件としております。

・社外取締役の上場会社の役員の兼職については、原則として当社を除き３社以内
であることを要件としております。

・当社は、ジェンダー、国際性及び人種等の面を含む取締役の多様性を確保し、多
様な意見を経営に取り入れることが、取締役会の意思決定機能及び監督機能の強
化につながる重要なことであると認識しており、取締役候補者の選定において多
様な人材を考慮しております。

・取締役候補者の選定にあたっては、メンバーの過半数を社外取締役で構成する指
名委員会において十分に審議された上で、取締役会において選定しております。

・取締役は、止むを得ない事情がない限り、取締役会に出席すべきものとし、少な
くとも75％以上の出席率を保持すべきとしております。

・監査役は、職責を全うすることが可能か、代表取締役、取締役及び業務執行者か
らの独立性が確保できるか等を要件としております。

・監査役候補者の選定にあたっては、指名委員会において審議し、監査役会の同意
を経て、取締役会において選定しております。

・社外役員は、独立性判断に関する具体的基準に照らして問題がないことを確認し
ております。

・候補者として選定された取締役及び監査役の選任については、株主総会に諮るこ
ととしております。

・CEO候補者は、指名委員会において議論を重ねている後継者計画、資格要件定義等
に基づき、選定しております。

・CEO及びCOOの選定（再任を含む）にあたっては、指名委員会において十分に審議
し、同委員会の答申を受けて、取締役会の決議により決定することとしておりま
す。

③取締役、CEOの解任・解職にあたっての方針と手続

・取締役が会社法及び取締役規程に定める資格・職務遂行要件等を満たさない場
合、取締役の解任要件に該当すると判断し、当該取締役の解任について、指名委
員会及び取締役会における審議を経て、株主総会に諮ることとしております。

・CEO及びCOOの解職については、会社法及びCEO資格要件定義、職務遂行要件等に照
らし合わせて判断し、選定同様、指名委員会において十分に審議し、同委員会の
答申を受け、取締役会の決議により決定することとしております。

④取締役の個人別の報酬等の内容に係る決定方針に関する事項等

・当社は、2021年５月13日開催の取締役会において、取締役の個人別の報酬等の内
容についての決定に関する方針を定め、2022年５月19日開催の取締役会、2023年
11月30日開催の取締役会及び2025年７月31日開催の取締役会において、その内容
を一部改訂しております。概要は、以下のとおりです。
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１．報酬方針
　当社の取締役の報酬等は、以下の考え方に基づき制度設計しております。
・優秀な人材を確保・維持できる報酬水準を備えた報酬制度
・中長期に亘る持続的な成長へ向けた動機付けとなり、企業価値・株主価値の
向上に資する報酬制度

・ステークホルダーへの説明責任を果たすことができる、透明性のある公正で
合理的な報酬制度

２．報酬水準
・当社の取締役の報酬等の水準は、外部専門機関の調査による他社水準を参考
に、産業界の上位水準を志向して設定しております。具体的には、東京証券
取引所に上場する会社のうち時価総額上位100社以内の企業群を主な比較対象
とし、国内大手製薬企業の水準についても参照いたします。

３．報酬構成
社内取締役
・固定報酬である基本報酬、並びに変動報酬である短期インセンティブ報酬と
しての年次業績連動賞与、長期インセンティブ報酬としての譲渡制限付株式
報酬及び中計業績連動株式報酬の４つの報酬構成とすることにより、短期及
び中長期の視点による経営への取組みを促し、その成果に対して適切に報い
ることができる報酬構成としております。なお、退職慰労金制度は採用して
おりません。

社外取締役
・経営の監督機能を担い、業務執行を担う立場にはない社外取締役の報酬構成
については、固定報酬である基本報酬のみとしております。インセンティブ
報酬及び退職慰労金制度は採用しておりません。

４．報酬構成割合
・代表取締役社長兼CEOの報酬等の構成割合は、業績目標を100％達成した場合
に、基本報酬40％、年次業績連動賞与30％、譲渡制限付株式報酬15％、中計
業績連動株式報酬15％となるように設計しております。

・他の社内取締役の報酬構成割合は、代表取締役社長兼CEOの報酬構成割合に準
じて、職責や報酬水準を考慮し決定いたします。

・社外取締役の報酬等は、基本報酬のみとしております。

５．基本報酬
・取締役の基本報酬は、在任中、毎月一定期日に支給するものとし、個人別の
報酬額は、報酬方針・報酬水準に沿って決定されております。

６．年次業績連動賞与（短期インセンティブ報酬）
・短期インセンティブ報酬となる年次業績連動賞与の支給額は、当該事業年度
の売上収益、コア営業利益率、親会社の所有者に帰属する当期利益の期初に
公表する業績予想値の達成度、また、期初に設定した各役員の目標・課題の
達成度に応じて決定いたします。

・支給額の算定式、並びに、年次業績連動賞与の評価割合及び仕組みは以下の
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年度目標達成指標 評価割合 評価係数変動幅 目標（以下を目安に設定）

売上収益 10％ ０％～200％

上限：目標×105％

目標：期初公表予想値

下限：目標×95％

コア営業利益率 10％ ０％～200％

上限：目標×115％

目標：期初公表予想値

下限：目標×85％

親会社の所有者に

帰属する当期利益
80％ ０％～200％

上限：目標×120％

目標：期初公表予想値

下限：目標×80％

合計 100％ ０％～200％

指標 係数 評価方法

会長・社長
研究開発進捗等全社

課題後継者育成等

50％～

150％

指名委員会報酬委員会合同

会議に諮問の上、決定

その他の取締役 部門（個人）目標
80％～

120％
業績評価（CEO）

とおりといたします。
(1）年次業績連動賞与の算定式

賞与支給額＝役位別の基準額×年度目標達成度（売上収益＋コア営業利

益率＋親会社の所有者に帰属する当期利益）×業績評価

(2）年度目標達成度（評価割合及び仕組み）

(3）業績評価

　期初に設定した各役員の目標・課題の達成度に応じて、係数に変換して

計算いたします。

①会長及び社長の業績評価は、指名委員会報酬委員会合同会議に諮問の

上、決定される評価を適用いたします。

②その他の取締役については、業績会議において審議の上でCEOにより決

定される評価を適用いたします。なお、取締役の評価結果は、報酬委

員会へ報告いたします。

７．譲渡制限付株式報酬（長期インセンティブ報酬）
・長期インセンティブ報酬となる譲渡制限付株式報酬は、取締役が当社株式を
継続して保有することにより、当社の企業価値の持続的な向上を図るインセ
ンティブを与えるとともに、株主との価値共有を可能な限り、より長期に亘
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り実現させることを目的とし、原則として毎年、取締役の退任直後時点まで
の譲渡制限が付された当社株式を交付するものといたします。発行又は処分
される当社の普通株式総数に関しては年24万株以内（ただし、当社の普通株
式の株式分割（当社の普通株式の無償割当てを含みます。）又は株式併合が
行われた場合、その他当該総数の調整が必要な事由が生じた場合には、分割
比率・併合比率等に応じて、当該総数を必要に応じて合理的な範囲で調整い
たします。）といたします。

・譲渡制限付株式報酬の支給に際しては、当社の取締役会決議に基づき取締役
に対して金銭報酬債権が支給され、取締役は支給された金銭報酬債権の全部
を現物出資財産として払込み、当社の普通株式の交付を受けるものといたし
ます。

・当社の普通株式の交付に際しては、当社と取締役との間で譲渡制限付株式割
当契約を締結し、取締役は当該割当契約により割当てを受けた当社の普通株
式について、当該割当契約において定める一定期間中は、自由に譲渡、担保
権の設定その他の処分をしてはならないものといたします。

・なお、当該割当契約においては、①譲渡制限期間中に当社の取締役を退任又
は退職した場合には、その退任又は退職につき、任期満了、死亡その他取締
役会が正当な理由がある場合として認める場合を除き、当社は、譲渡制限付
株式の全部を無償取得すること、②役務提供期間中に任期満了、死亡その他
取締役会が正当と認める理由により取締役を退任又は退職した場合には、当
社は、譲渡制限を解除する株式数や解除時期を必要に応じて合理的に調整
し、譲渡制限が解除されないことが確定した譲渡制限付株式を無償取得する
こと等を定めるものといたします。

・交付される譲渡制限付株式報酬の数は、役位ごとの譲渡制限付株式報酬の額
を、取締役会における割当決議前日の当社の普通株式の市場株価終値で除し
た株数といたします。

８．中計業績連動株式報酬（長期インセンティブ報酬）
・長期インセンティブ報酬となる中計業績連動株式報酬は、中長期的な株主価
値向上を重視した経営を推進するため、中期経営計画の業績達成に連動した
報酬として、社内取締役及び執行役員（以下「対象取締役等」といいま
す。）に対してパフォーマンス・シェア（業績連動株式報酬）の性質を持つ
信託型株式報酬制度といたします。

・中期経営計画の対象となる事業年度（以下「対象期間」といい、当初の対象
期間は第５期中期経営計画（2021～2025年度）とします。）を対象とした信
託期間を設定します。

・対象取締役等に交付等が行われる当社株式等の数は、毎年一定の時期に、役
位に基づいて付与されるポイントの対象期間の累積値に業績連動係数を乗じ
て算出した株式交付ポイントに基づき決定されます。業績連動係数は、対象
期間の最終事業年度の会社業績指標（当初の対象期間においては、2021年度
に公表した当社の中期経営計画に掲げている売上収益、研究開発費控除前コ
ア営業利益率、ROE、研究開発進捗、ESG指標、相対TSRを採用しています。）
の目標値に対する達成度等に応じて、０～200％の範囲で決定し、１ポイント
につき当社の普通株式１株を交付いたします。なお、信託期間中に当社の普
通株式の株式分割（当社の普通株式の無償割当てを含む。）又は株式併合が
行われた場合、その他ポイント数の調整が必要な事由が生じた場合には、分
割比率・併合比率等に応じて、当該ポイント数を必要に応じて合理的な範囲
で調整いたします。対象期間中に対象取締役等に対して交付等を行う当社の
普通株式等の総数は、１事業年度あたりの上限数である50万株に対象期間の
事業年度数を乗じた数（当初対象期間については、５事業年度を対象とする
ため250万株）を上限といたします。なお、対象取締役等が当社株式等の交付
等を受ける時期は、原則として退任後で、交付される株式の50％は、源泉所
得税等の納税資金に充当することを目的として、金銭に換価して支給されま
す。株式及び金銭の給付は三菱UFJ信託銀行株式会社の役員報酬BIP（Board 
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目標達成指標 評価割合 評価係数変動幅 目標（以下を目安に設定）

売上収益 20％ ０％～200％

上限：目標×110％

目標：中計公表予想値

下限：目標×90％

研究開発費控除前

コア営業利益率
20％ ０％～200％

上限：目標×120％

目標：中計公表予想値

下限：目標×80％

ROE 20％ ０％～200％

上限：目標×140％

目標：中計公表予想値

下限：目標×60％

研究開発進捗 15％ ０％～200％

研究開発業績（3ADCの新規適応上

市数、初期・後期のパイプライン

価値）

ESG指標 10％ ０％～200％

Dow Jones Sustainability 

Indices、FTSE Russell、Access 

to Medicineに基づく評価

相対TSR 15％ ０％～200％

上限：配当込みTOPIXとの比較結

果×150％

目標：配当込みTOPIXとの比較結

果×100％

下限：配当込みTOPIXとの比較結

果×50％

合計 100％ ０％～200％

Incentive Plan）信託を通じて行います。
・正当な理由により信託の設定、信託契約の変更、若しくは信託への追加拠出
ができない場合、又は対象取締役等が国内非居住者であることその他の正当
な理由により信託を通じて対象取締役等に対する当社株式等の交付等を行う
ことができない場合、当社は、当社が拠出する金員の上限の範囲内で、対象
取締役等に対し、本制度に基づいて交付等がされるべきであった当社株式等
の数や株価等を踏まえて合理的に算定される額の金銭を給付することができ
るものとします。

９．クローバック条項
・会計上の重大な誤り、又は不正が明らかになった場合、あるいは巨額な損失
を計上した場合、報酬委員会への諮問を経て、取締役会の決議により、年次
業績連動賞与及び中計業績連動株式報酬について、受け取った報酬の一部又
は全額の返還を請求できるクローバック条項を設けるものとします。

・本条項は、2021年度の年次業績連動賞与及び中計業績連動株式報酬より適用
対象となり、以後、全ての期間において適用されるものとします。

10．マルス条項
・法令違反または社内規程の重大な違反等の非違行為等があった場合、報酬委
員会への諮問を経て、取締役会の決議により、中計業績連動株式報酬につい
て、株式交付制度に基づく当社株式およびその売却代金の一部または全部の
交付および給付を行わないマルス条項を設けるものとします。

11．報酬ガバナンス・決定手続き
・取締役の報酬等の妥当性と決定プロセスの透明性を担保するため、取締役会
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の諮問機関として報酬委員会を設置しております。なお、報酬委員会は、社
外取締役のみで構成され、オブザーバーとして社外監査役１名が参加し、委
員長は委員の互選により選任されます。

・報酬委員会は、報酬方針、報酬水準、報酬構成、報酬構成割合、クローバッ
ク条項、マルス条項、報酬ガバナンス・決定手続、及び年次業績連動賞与の
支給、譲渡制限付株式の割当、中計業績連動株式報酬の評価係数結果につい
て十分に審議いたします。加えて、各報酬の達成指標等の詳細設計について
議論し確認すると共に、役位ごとの報酬水準について検証いたします。

・当社の取締役の個人別の報酬の額等は、まず報酬委員会において審議された
後、当該審議結果を踏まえ、報酬の種類ごとに株主総会で決議された報酬総
額内で取締役会決議により決定されております。

・当社取締役会は、当社の報酬ガバナンスが上記方針に記載のとおり、報酬委員会
において、報酬方針、報酬水準、報酬構成、報酬構成割合、クローバック条項、
マルス条項、報酬ガバナンス・決定手続、及び年次業績連動賞与の支給、譲渡制
限付株式の割当、中計業績連動株式報酬の評価係数結果について、十分に審議さ
れ、また、当事業年度における取締役の個人別の報酬等の内容についても、まず
報酬委員会において審議された後、取締役会により決定されているものであるた
め、その内容は上記取締役の個人別報酬等の内容についての決定に関する方針に
沿うものであると判断しております。

⑤監査役の個人別の報酬等の内容についての決定に関する方針

　当社における監査役の個人別の報酬等の内容についての決定に関する方針の概要
は、以下のとおりです。

・監査役の報酬等は、経営の監督機能を担い、業務執行を担う立場にはないという
役割に鑑みて、固定報酬である基本報酬のみとしております。

・基本報酬の水準は、外部専門機関の調査による他社水準を参考に、産業界の上位
水準を志向して設定しております。具体的には、東京証券取引所に上場する会社
のうち時価総額上位100位以内の企業群を主な比較対象とし、国内大手製薬企業の
水準についても参照いたします。

・監査役の個人別の報酬の額等は、株主総会で決議された報酬総額内で、監査役会
において協議し、監査役全員同意の上、決定しております。
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３．会計基準の選択に関する基本的な考え方

・当社グループは、積極的なグローバル事業の展開による企業価値の向上に資するため

に、基準とすべき会計及び財務報告のあり方を検討した結果、資本市場における財務

情報の国際的な比較、グループ内での会計処理の統一、グローバル市場における資金

調達手段の多様化等を目的として、2014年３月期より国際会計基準（IFRS）を適用し

ております。
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（単位：百万円）

前連結会計年度
(2025年３月31日)

当連結会計年度
(2026年３月31日)

資産

流動資産

現金及び現金同等物 639,838 449,807

営業債権及びその他の債権 619,101 741,145

その他の金融資産 80,890 104,736

棚卸資産 514,910 692,378

その他の流動資産 47,443 32,279

小計 1,902,183 2,020,346

売却目的で保有する資産 7,250 122,162

流動資産合計 1,909,433 2,142,509

非流動資産

有形固定資産 498,517 596,563

のれん 108,429 97,353

無形資産 235,839 241,064

持分法で会計処理されている投資 5,600 4,918

その他の金融資産 139,175 194,435

長期前渡金 167,428 192,906

繰延税金資産 305,019 465,299

その他の非流動資産 86,675 70,338

非流動資産合計 1,546,685 1,862,880

資産合計 3,456,119 4,005,390

４．連結財務諸表及び主な注記
（１）連結財政状態計算書
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（単位：百万円）

前連結会計年度
(2025年３月31日)

当連結会計年度
(2026年３月31日)

負債及び資本

負債

流動負債

営業債務及びその他の債務 579,957 596,856

社債及び借入金 399 404

その他の金融負債 14,720 13,630

未払法人所得税 60,369 88,303

引当金 5,804 49,811

契約負債 67,956 74,405

その他の流動負債 24,825 30,060

小計 754,032 853,471

売却目的で保有する資産に直接関連する負債 － 31,552

流動負債合計 754,032 885,023

非流動負債

社債及び借入金 100,933 300,077

その他の金融負債 43,675 39,219

退職給付に係る負債 1,559 1,452

引当金 13,030 164,572

契約負債 751,038 806,809

繰延税金負債 11,066 3,230

その他の非流動負債 157,365 140,825

非流動負債合計 1,078,670 1,456,186

負債合計 1,832,703 2,341,210

資本

親会社の所有者に帰属する持分

資本金 50,000 50,000

自己株式 △147,321 △247,993

その他の資本の構成要素 263,693 311,619

利益剰余金 1,457,044 1,550,553

親会社の所有者に帰属する持分合計 1,623,416 1,664,179

資本合計 1,623,416 1,664,179

負債及び資本合計 3,456,119 4,005,390
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（単位：百万円）

 前連結会計年度
(自　2024年４月１日
　至　2025年３月31日)

 当連結会計年度
(自　2025年４月１日

　至　2026年３月31日)

売上収益 1,886,256 2,123,045

売上原価 415,797 669,045

売上総利益 1,470,458 1,454,000

販売費及び一般管理費 731,200 780,683

研究開発費 435,965 466,005

その他の収益 28,739 22,100

その他の費用 107 323

営業利益 331,925 229,089

金融収益 34,103 40,815

金融費用 11,854 7,986

持分法による投資損益 1,457 1,513

税引前利益 355,631 263,432

法人所得税費用 59,874 3,558

当期利益 295,756 259,874

当期利益の帰属

親会社の所有者 295,756 259,874

１株当たり当期利益

基本的１株当たり当期利益（円） 155.96 140.44

希薄化後１株当たり当期利益（円） 155.87 140.37

（２）連結損益計算書及び連結包括利益計算書
連結損益計算書
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（単位：百万円）

 前連結会計年度
(自　2024年４月１日
　至　2025年３月31日)

 当連結会計年度
(自　2025年４月１日

　至　2026年３月31日)

当期利益 295,756 259,874

その他の包括利益

純損益に振り替えられることのない項目

その他の包括利益を通じて公正価値で

測定する金融資産
5,252 4,753

確定給付制度に係る再測定額 3,702 △4,981

その後に純損益に振り替えられる

可能性のある項目

在外営業活動体の換算差額 △15,790 50,185

キャッシュ・フロー・ヘッジ 886 77

税引後その他の包括利益 △5,948 50,034

当期包括利益 289,808 309,908

当期包括利益の帰属

親会社の所有者 289,808 309,908

連結包括利益計算書
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（単位：百万円）

親会社の所有者に帰属する持分

資本金 資本剰余金 自己株式

その他の資本の構成要素

新株予約権
在外営業
活動体の
換算差額

キャッシュ
・フロー
・ヘッジ

その他の

包括利益を通

じて公正価値

で測定する

金融資産

2024年４月１日　残高 50,000 1,962 △36,629 560 243,928 △232 39,742

当期利益 － － － － － － －

その他の包括利益 － － － － △15,790 886 5,252

当期包括利益 － － － － △15,790 886 5,252

自己株式の取得 － △90 △245,975 － － － －

自己株式の処分 － － 960 △135 － － －

自己株式の消却 － △7,547 134,323 － － － －

配当金 － － － － － － －

株式報酬取引 － 5,675 － － － － －

子会社の支配喪失に伴う変
動

－ － － － － － －

その他の資本の構成要素か
ら利益剰余金への振替

－ － － － － － △9,864

非金融資産等への振替 － － － － － △654 －

その他の増減 － － － － － － －

所有者との取引額等合計 － △1,962 △110,691 △135 － △654 △9,864

2025年３月31日　残高 50,000 － △147,321 424 228,137 － 35,130

（単位：百万円）

親会社の所有者に帰属する持分

非支配持分 資本合計

その他の資本の構成要素

利益剰余金

親会社の
所有者に
帰属する
持分合計

確定給付
制度に係
る再測定

その他の
資本の構成
要素合計

2024年４月１日　残高 － 283,998 1,388,842 1,688,173 429 1,688,603

当期利益 － － 295,756 295,756 － 295,756

その他の包括利益 3,702 △5,948 － △5,948 － △5,948

当期包括利益 3,702 △5,948 295,756 289,808 － 289,808

自己株式の取得 － － － △246,066 － △246,066

自己株式の処分 － △135 △503 320 － 320

自己株式の消却 － － △126,775 － － －

配当金 － － △114,408 △114,408 － △114,408

株式報酬取引 － － － 5,675 － 5,675

子会社の支配喪失に伴う変
動

－ － － － △429 △429

その他の資本の構成要素か
ら利益剰余金への振替

△3,702 △13,566 13,566 － － －

非金融資産等への振替 － △654 － △654 － △654

その他の増減 － － 566 566 － 566

所有者との取引額等合計 △3,702 △14,356 △227,554 △354,565 △429 △354,995

2025年３月31日　残高 － 263,693 1,457,044 1,623,416 － 1,623,416

（３）連結持分変動計算書

前連結会計年度（自　2024年４月１日　至　2025年３月31日）
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（単位：百万円）

親会社の所有者に帰属する持分

資本金 資本剰余金 自己株式

その他の資本の構成要素

新株予約権
在外営業
活動体の
換算差額

キャッシュ
・フロー
・ヘッジ

その他の

包括利益を通

じて公正価値

で測定する

金融資産

2025年４月１日　残高 50,000 － △147,321 424 228,137 － 35,130

当期利益 － － － － － － －

その他の包括利益 － － － － 50,185 77 4,753

当期包括利益 － － － － 50,185 77 4,753

自己株式の取得 － △115 △150,342 － － － －

自己株式の処分 － － 535 △42 － － －

自己株式の消却 － △8,629 48,971 － － － －

配当金 － － － － － － －

株式報酬取引 － 8,745 164 － － － －

その他の資本の構成要素か
ら利益剰余金への振替

－ － － － － － △7,141

非金融資産等への振替 － － － － － △77 －

その他の増減 － － － － 171 － －

所有者との取引額等合計 － － △100,671 △42 171 △77 △7,141

2026年３月31日　残高 50,000 － △247,993 381 278,494 － 32,743

（単位：百万円）

親会社の所有者に帰属する持分

資本合計

その他の資本の構成要素

利益剰余金

親会社の
所有者に
帰属する
持分合計

確定給付
制度に係
る再測定

その他の
資本の構成
要素合計

2025年４月１日　残高 － 263,693 1,457,044 1,623,416 1,623,416

当期利益 － － 259,874 259,874 259,874

その他の包括利益 △4,981 50,034 － 50,034 50,034

当期包括利益 △4,981 50,034 259,874 309,908 309,908

自己株式の取得 － － － △150,458 △150,458

自己株式の処分 － △42 △221 271 271

自己株式の消却 － － △40,341 － －

配当金 － － △128,527 △128,527 △128,527

株式報酬取引 － － － 8,909 8,909

その他の資本の構成要素か
ら利益剰余金への振替

4,981 △2,159 2,159 － －

非金融資産等への振替 － △77 － △77 △77

その他の増減 － 171 566 737 737

所有者との取引額等合計 4,981 △2,108 △166,365 △269,145 △269,145

2026年３月31日　残高 － 311,619 1,550,553 1,664,179 1,664,179

当連結会計年度（自　2025年４月１日　至　2026年３月31日）
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（単位：百万円）

 前連結会計年度
(自　2024年４月１日
　至　2025年３月31日)

 当連結会計年度
(自　2025年４月１日

　至　2026年３月31日)

営業活動によるキャッシュ・フロー

税引前利益 355,631 263,432

減価償却費及び償却費 68,649 77,460

減損損失 3,094 5,967

金融収益 △34,103 △40,815

金融費用 11,854 7,986

持分法による投資損益（△は益） △1,457 △1,513

固定資産除売却損益（△は益） △1,276 3,927

営業債権及びその他の債権の増減額（△は増加） △167,750 △104,620

棚卸資産の増減額（△は増加） △78,367 △172,748

長期前渡金の増減額（△は増加） △50,488 △25,477

営業債務及びその他の債務の増減額（△は減少） 40,106 △10,501

引当金の増減額（△は減少） △11,361 195,662

契約負債の増減額（△は減少） 81,420 61,907

その他 △75,122 △72,628

小計 140,829 188,038

利息及び配当金の受取額 23,226 20,307

利息の支払額 △1,929 △2,238

法人所得税の支払額 △108,283 △128,451

営業活動によるキャッシュ・フロー 53,842 77,655

投資活動によるキャッシュ・フロー

定期預金の預入による支出 △15,984 △131,739

定期預金の払戻による収入 356,727 98,121

投資の取得による支出 △207,248 △101,896

投資の売却及び償還による収入 382,281 130,219

有形固定資産の取得による支出 △116,259 △128,365

有形固定資産の売却による収入 499 17

無形資産の取得による支出 △71,613 △20,637

子会社及び関連会社の売却による収入 5,250 8,350

貸付けによる支出 － △1

貸付金の回収による収入 18 17

その他 499 △2,328

投資活動によるキャッシュ・フロー 334,170 △148,241

財務活動によるキャッシュ・フロー

社債の発行及び借入れによる収入 － 300,000

社債の償還及び借入金の返済による支出 △402 △100,401

自己株式の取得による支出 △246,066 △150,458

自己株式の売却による収入 － 0

配当金の支払額 △114,317 △128,430

リース負債の返済による支出 △16,984 △18,068

その他 0 △515

財務活動によるキャッシュ・フロー △377,769 △97,875

現金及び現金同等物の増減額（△は減少） 10,242 △168,461

現金及び現金同等物の期首残高 647,180 639,838

現金及び現金同等物に係る換算差額 △17,584 17,605

現金及び現金同等物期末残高 639,838 488,983

売却目的で保有する資産への振替額 － △39,176

現金及び現金同等物の期末残高

(連結財政状態計算書計上額)
639,838 449,807

（４）連結キャッシュ・フロー計算書
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（５）連結財務諸表に関する注記
（継続企業の前提に関する注記）
　該当事項はありません。

（単位：百万円）

前連結会計年度
（自　2024年４月１日

至　2025年３月31日）

当連結会計年度
（自　2025年４月１日

至　2026年３月31日）
増減

金額 構成比（％） 金額 構成比（％） 金額 増減比（％）

医療用医薬品 1,796,974 95.3 2,029,538 95.6 232,564 12.9

ヘルスケア 86,587 4.6 90,784 4.3 4,196 4.8

その他 2,693 0.1 2,722 0.1 28 1.0

合計 1,886,256 100.0 2,123,045 100.0 236,789 12.6

（セグメント情報等）
(1）報告セグメントに関する情報
　当社グループは、「医薬事業」の単一セグメントであるため、記載を省略して
おります。

(2）製品及びサービスに関する情報
　製品及びサービスごとの売上収益は次のとおりであります。
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（単位：百万円）

日本 米国 欧州 その他 連結

前連結会計年度

（自　2024年４月１日

至　2025年３月31日）

583,802 642,215 418,211 242,026 1,886,256

当連結会計年度

（自　2025年４月１日

至　2026年３月31日）

580,112 749,401 497,375 296,155 2,123,045

（単位：百万円）

日本 米国 欧州 その他 連結

前連結会計年度

（2025年３月31日）
385,120 291,395 152,481 13,787 842,785

当連結会計年度

（2026年３月31日）
389,929 330,282 194,563 20,206 934,982

（単位：百万円）

顧客の名称
前連結会計年度

（自　2024年４月１日
  至　2025年３月31日）

当連結会計年度
（自　2025年４月１日
  至　2026年３月31日）

アルフレッサ ホールディングス株式

会社及びそのグループ会社
221,814 232,433

センコラ社 207,389 251,034

マッケソン社 203,461 269,418

(3) 地域別に関する情報
売上収益及び非流動資産の地域別の内訳は次のとおりであります。
① 売上収益

　（注）地理的近接度により区分しております。

② 非流動資産

　（注）主として資産の所在地に基づいて測定しており、有形固定資産、のれん及び無形資産から構成されております。

(4）主要な顧客に関する情報
　連結損益計算書の売上収益の10％以上を占める相手先は次のとおりでありま
す。
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（表示方法の変更）
　(連結財政状態計算書）
　前連結会計年度において非流動資産の「その他の非流動資産」に含めていた
「長期前渡金」は、金額的重要性が増したため、当第１四半期連結会計期間から
独立掲記しております。
　この表示方法の変更を反映させるため、前連結会計年度の連結財政状態計算書
の組替えを行っております。
　この結果、前連結会計年度の連結財政状態計算書において、非流動資産の「そ
の他の非流動資産」に表示していた金額の一部（167,428百万円）を非流動資産
の「長期前渡金」として組替えております。

（連結キャッシュ・フロー計算書）
　前連結会計年度において営業活動によるキャッシュ・フローの「その他」に含
めていた「長期前渡金の増減額」は、金額的重要性が増したため、当第１四半期
連結会計期間から独立掲記しております。
　この表示方法の変更を反映させるため、前連結会計年度の連結キャッシュ・フ
ロー計算書の組替えを行っております。
　この結果、前連結会計年度の連結キャッシュ・フロー計算書において、営業活
動によるキャッシュ・フローの「その他」に表示していた金額の一部（△50,488
百万円）を「長期前渡金の増減額」として組替えております。

　前連結会計年度において営業活動によるキャッシュ・フローの「その他」に含
めていた「引当金の増減額」は、金額的重要性が増したため、当第４四半期連結
会計期間から、独立掲記しております。
　この表示方法の変更を反映させるため、前連結会計年度の連結キャッシュ・フ
ロー計算書の組替えを行っております。
　この結果、前連結会計年度の連結キャッシュ・フロー計算書において、営業活
動によるキャッシュ・フローの「その他」に表示していた金額の一部（△11,361
百万円）を「引当金の増減額」として組替えております。

- 35 -

第一三共株式会社＜4568＞ 2026年３月期 決算短信 



譲渡前の所有株式数 10,000株（議決権数：10,000個、議決権所有割合：100%）
譲渡株式数 10,000株
譲渡価額 246,500百万円（予定）
譲渡後の所有株式数 0株（議決権数：0個、議決権所有割合：0%）

株式譲渡実行日
（予定）

2026年６月１日（当社のDSHCにおける議決権割合が70%にな
るよう、DSHC の株式を譲渡）
2027年６月１日（当社のDSHCにおける議決権割合が30%にな
るよう、DSHC の株式を譲渡）
2029年６月１日（当該時点において当社の所有するDSHCの
株式の全てを譲渡）

（追加情報）
子会社株式の譲渡
　当社は、2026年３月31日開催の取締役会において、当社の子会社である第一三
共ヘルスケア株式会社（以下「DSHC」）の全株式をサントリーホールディングス
株式会社に譲渡することを決議し、2026年４月15日付で株式譲渡契約を締結いた
しました。

① 株式譲渡の相手先の名称
　サントリーホールディングス株式会社

② 当該子会社の名称及び事業内容
　名称　　：第一三共ヘルスケア株式会社
　事業内容：医薬品、医薬部外品、化粧品、医療機器、食品、飲料水等の製

造及び売買

③ 譲渡株式数、譲渡価額及び譲渡前後の所有株式数の状況

（注）１.本株式譲渡実行前に DSHC の株式分割を実行予定です。上記の株式数及び

　　　　 議決権数は株式分割後の数です。
  ２.上記譲渡価額は現時点における概算数値であり、最終的な譲渡価額は、株
     式譲渡契約に定める価格調整を反映して修正される可能性があります。

④ 株式譲渡の日程

⑤ 業績及び財政状態に与える影響
　支配喪失時に株式譲渡に伴う収益の計上を見込んでおります。
　また、譲渡される子会社の資産及び負債は、当連結会計年度において売却
目的で保有する資産及び売却目的で保有する資産に直接関連する負債に分類
しております。
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前連結会計年度
（自　2024年４月１日

至　2025年３月31日）

当連結会計年度
（自　2025年４月１日

至　2026年３月31日）

 a. 親会社の普通株主に帰属する利益

　親会社の所有者に帰属する当期利益（百万円） 295,756 259,874

　親会社の普通株主に帰属しない利益（百万円） － －

　基本的１株当たり当期利益の計算に使用する当期利益（百万円） 295,756 259,874

 b. 期中平均普通株式数

　期中平均普通株式数（千株） 1,896,393 1,850,402

 c. 基本的１株当たり当期利益

　基本的１株当たり当期利益（円） 155.96 140.44

前連結会計年度
（自　2024年４月１日

至　2025年３月31日）

当連結会計年度
（自　2025年４月１日

至　2026年３月31日）

 a. 希薄化後の普通株主に帰属する利益

　基本的１株当たり当期利益の計算に使用する当期利益（百万円） 295,756 259,874

　当期利益調整額（百万円） － －

　希薄化後１株当たり当期利益の計算に使用する当期利益（百万円） 295,756 259,874

 b. 希薄化後の期中平均普通株式数

　期中平均普通株式数（千株） 1,896,393 1,850,402

　新株予約権による普通株式増加数（千株） 1,087 886

　希薄化後の期中平均普通株式数（千株） 1,897,481 1,851,288

 c. 希薄化後１株当たり当期利益

　希薄化後１株当たり当期利益（円） 155.87 140.37

（１株当たり情報）
① 基本的１株当たり当期利益の算定上の基礎

② 希薄化後１株当たり当期利益の算定上の基礎
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（重要な後発事象）
自己株式の消却
　当社は、2026年５月11日開催の取締役会において、会社法第178条の規定に基づ
き、自己株式を消却することを決議いたしました。

　　①　消却する株式の種類　　　　　当社普通株式
　　②　消却する株式の数　　　　　　31,457,200株
　　　 （消却前の発行済株式総数に対する割合は1.66％）
　　③　消却予定日　　　　　　　　　2026年６月10日
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